
URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は投資判断の参考となる情報提供を⽬的として⼤和アセットマネジメント株式会社が作成したものであり、勧誘を⽬的としたもの

ではありません。投資信託のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書(交付⽬論⾒書)」の内容を必ずご確認の
うえ、ご⾃⾝でご判断ください。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。運⽤実績などの

記載内容は過去の実績であり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更
されることがあります。また、記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許諾者に帰属します。

◼当資料の中で個別企業名が記載されている場合、それらはあくまでも参考のために掲載したものであり、各企業の推奨を⽬的とするもの
ではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、⽰唆・保証するものではありません。

住宅ローン⾦利などの貸出⾦利を⼀段と低下させ、景気回復を⽀えよう
中国⼈⺠銀⾏（以下、中銀）は8⽉15⽇（現地）、中銀が商業銀⾏や政策銀⾏に供給する流動性を調節

する主要な⾦融政策ツールで、準政策⾦利とみなされる1年物MLF（Medium-term Lending Facility、中
期貸出制度）の⾦利を2.85％から2.75％へ、0.10％ポイント引き下げると発表しました【図表1】。

市場では、⽶国をはじめ海外で利上げが進み、約12年ぶりに中国⻑期⾦利の⽅が低い環境下、中銀が⽶
中⾦利差を考慮し利下げを⾏わないと⾒込まれていました。そのため、今回の利下げはポジティブサプラ
イズをもたらしましたが、⾜元の⽶国⻑期⾦利のピークアウトが利下げ余地を与えた可能性があります。

また、中銀が⾦融緩和姿勢を強めたもう⼀つの背景として、中国の景気回復が事前想定より鈍いことへ
の危機感があると考えられます。同⽇に発表された7⽉の主要経済指標は、軒並み市場予想を下回りまし
た。特に不動産市場では、当局の不動産企業向け融資規制に起因した建築未完成物件の増加を受け、消費
者の不動産購⼊意欲が損なわれ、不動産市場の冷え込みが深刻な状況にあります【図表2】。

景気の低迷に対応した今回の利下げを受け、市中銀⾏の企業向け貸出の参照⾦利である1年物LPR（最優
遇貸出⾦利）、及び住宅ローン⾦利の参照⾦利である5年物LPRにも低下余地が⽣じました【図表1】。こ
れらは実体経済における資⾦調達コストの低下に繋がると考えられます。今後も、経済状況次第で政府が
⾦融・財政政策などの追加景気対策を強める可能性が⾼く、景気回復を下⽀えすると期待されます。

中国⾦融政策（2022年８⽉）
サプライズの追加利下げで、⾦融緩和姿勢を強める
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（出所）中国⼈⺠銀⾏より⼤和アセット作成 （出所）中国国家統計局より⼤和アセット作成

（2017年初〜2022年7⽉）（前年同⽉⽐、％）

※LPRは2019年8⽉20⽇から公表開始

（2017年初〜2022年8⽉16⽇）（％）

不動産業関連の経済指標準政策⾦利およびLPRの推移
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